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 The idea which is today called "direct costing" was frequently found in the  1930's. It 

was related to economic and managerial problems at that time as in the articles of 

Jonathan N.Harris(1936) and G.Charater Harrison(1937). These may be two ancestors of 

direct costing. This paper focuses particularly on the aspect of managerial decision mak-

ing of direct costing to which Harrison paid attention and attempts to examine the im-

plications of the development of direct costing. 

 Harrison advocated "marginal balance principles" and used them for making decisions 

in the marketing area to determine whether the additional marketing costs needed to se-

cure additional sales volume could be justified. His idea seems to suggest the initial ap-

plication of differential cost analysis. Unfortunately, there has been little discussion of 

the role that direct costing is expected to play such as Harrison's idea because of exces-

sive attention to the paper of Harris, which aimed to intergrate direct costing with an 

account system. Harry E.Howell developed Harrison's idea, however, and contributed to 

the establishment of differential cost analysis. 

 It seems that "future cost obviation" advocated by Raymond P.Marple and "relevant 

costing" by George H.Sorter & Charles T.Horngren which were the products of the so-

called "direct costing controversy" from the 1950's to 60's, provides the evidence for its 

potential as information for decision making. 
 Therefore, the author claims that direct costing, whether explicitly or implicitly, has 

been generated and developed as having simultaneously two natures, the total and aver-

age thought which is involved in income structures reflecting principles of break—even 

analysis, and the differential and incremental thought which is involved in relevant cost 

analysis for decision making.

1.歴 史考察の視点

原価計算の生成 ・発展過程を見ると,研 究

者 ・実務家を含めアカウンタント以外の果た

してきた役割は大 きいと言えるであろう。こ

こでは,そ の一例 として,標 準原価計算の生

成を刺激したエ ンジニアーの貢献を挙げるこ

とができる。それは,言 うなれば,原 価計算
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に対するチャレンジとして特徴づけることが

で きるし,ま た,外 部からの,経 営管理 目的

を満たすための原価計算に対する役割期待の

要求としても受けとめることができる。それ

らは,ア カウンタントからは期待 し得ないよ

うな,自 由で独創的な発想から生まれたもの

である。

小論の論題も,そ うした原価計算の生成 ・

発展事情の一端を問題 としようと取 り上げた

ものである。すなわち,直 接原価計算の生成

は,い わば経済学者の原価計算に対する要求

に対処すべ く考案されてきた原価計算の側に

おける一つの回答としても捉えることができ

る,と いうことである。言い換えれば,直 接

原価計算の生成は,固 定費 ・変動費区分を基

調 とする短期意思決定における役割期待を,

原価計算の立場から体系化 したものであり,

損益分岐分析とともに,ま さに固定費 ・変動

費概念を中心とする各種の特殊原価概念論議

を経済学の場から会計学の場へと移行 させる

契機 となった出来事 と言えるのではないかと

いうのが,小 論の核心である。以上の点を,

その先駆性と多彩性に富むアメリカの事情か

ら考察 してみたいと思 う。

さて,直 接原価計算の本質をどのように捉

えるかについては,多 くの議論のあるところ

だが,限 界利益思考に注 目することができる。

限界利益概念は,コ ス ト・ビヘイビアからも,

また損益分岐分析からも直接には導き出せな

い思考であり,直 接原価計算に特有な分析用

具である。いま仮に,直 接原価計算の本質を,

このように限界利益思考による損益計算に求

めるとするならば,こ の着想には二つの思考

の源泉があると考えられるであろう。

ところで,ラ イ ト(WilmerWright)は,

1962年 の著書で,「在庫水準の変動による利

益の歪曲を避け,操 業度差異の問題を排除す

るために,J.N.ハ リス(JonathanN.Harris)

とG.C.ハ リス ン(G.CharterHarrison)は,

同時並行 して独自に直接原価計算 と呼ばれる

技法 を考案 した」[Wright,1962,p.6]と 述

べたが,小 論では,ま ずこの論述を考察の出

発点とする。果たして,ハ リスとハ リスンと

は直接原価計算の提唱の動機において全 く同

じであったのか,そ れとも相違 していたのか。

この質問が,先 に挙げた二つの思考の源泉と

関連することになる。

この点についての結論 を先に言 うならば,

ハリスの場合は,主 として,全 部標準原価計

算に含まれる欠陥を指摘することによって売

上高と利益 との比例性 を問題 とし,ま た,固

定費の統制不能性に着目して,固 定製造原価

を製品原価から除 くことによって製品原価を

管理可能な原価のみとし,そ の原価の統制の

成否が限界利益に反映されるという図式を想

定 した[津 曲直躬,1977,p.244]。 これによ

って,標 準原価計算を改良しようとするねら

いがあったわけである。これは,標 準原価管

理を利益管理の一環として位置付ける試みと

解す るこ とがで きよ う[伊 藤博,1977,

p.36]。 これに対 して,ハ リスンは,彼 の提

唱 した限界残高原理を,追 加売上高 を確保す

るのに販売員の原価をどれほど支出しうるか

という意思決定問題に適用しようと試みた。

それは,差 額原価分析の初期的適用を示唆す

るものと考えられる。小論は,そ ういったハ

リスンのような直接原価計算の生成動機に注

目する。

そこで,ま ずハリスとハ リスンの論文の歴

史的な意味合いを対照させて取 り上げ,二 人

の直接原価計算の生成動機から直接原価計算

の歴史的意義を考察 し,し かるのちに,こ の

観点からみた直接原価計算の発展の経緯を歴

史的に意味づけてみようと思う。

豆.」.N.ハ リスの直 接原価 方式 の もつ

意味合い

原価計算史家たちは,一 般 に直接原価計算

の 生 成 に お け る ハ リス の1936年 の 論 文

[Harris,1936]を 高 く評価 してい るようで
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ある。ハ リスは,確 かに,固 定費配賦の排除

を通して,「売上高と利益の因果関係の明確

化」を果たすことを,直 接原価方式立案の一

つの動機 として指摘 している。つ まり,「利

益は販売努力に比例するものでなければ,真

実の損益計算を示すものではない」という販

売志向の損益計算書を,従 来の全部原価計算

による損益計算書に取って代わるものとして

提示 したのである。それは思うに,従 来開発

されて利用されてきた損益分岐分析が予定す

る計算構造の図式が,経 営活動の実績として

提供される全部原価計算の計算図式と大いに

異なることへの矛盾に根ざす ものであったと

考えられる。全部原価計算では,損 益分岐分

析に必要なデータを会計機構を通 じて提供す

ることができない。それで,ハ リスの貢献は,

一般に指摘されているように
,損 益分岐分析

に必要なデータを会計機構から提供すること

を可能にした点に求められるであろう。

ウェーバー(CharlesWeber)も,ハ リス

が貢献差益アプローチと一般会計制度との統

合を果たすことに貢献 した点に着目して,彼

を 「統合論者の父」と呼んでいることは,よ

く知 られてい る[Weber,1966,p.47]。 ウ

ェーバーは,彼 の直接原価計算の歴史考察に

おいて,確 かにこの一般会計制度との統合を

重視 していたようである。この点から,あ る

論者が述べているように,直 接原価計算は,

もっぱら会計の枠内で,直 接原価又は変動費

に注 目を集め,固 定費の配賦の必要を排除す

る」 と表現 している点は,ま さに適切といえ

よう[Moonitz&Nelson,1960,P.208]。

筆者 も,ハ リスのこの点での貢献を全 く過

小評価するものではないが,小 論の文脈に則

して言えば,こ の一般会計制度 との統合は原

価計算ないしは管理会計のその後の発展にと

っては阻害要因となったように思われる。な

ぜなら,意 思決定に資する原価計算ないしは

原価情報の本格的な論議をのちに繰 り延べる

ことに結果 したと考えられるからである。こ

のことから,ク ラーク(J.M.Clark)の 記述が

想起される。

経済学者のクラークは,1923年 に原価計算

を綿密に調査 し,「意思決定に必要な原価情

報は勘定帳簿からは離れて提供すべき」こと

を示唆 したが[Clark,1923,p.68],こ の観

点か ら考えれば,ハ リスが勘定機構との統合

を意図した直接原価計算を提唱 したことは,

すなわち原価計算制度 として直接原価方式を

取 り入れたことは,自 ず とその意思決定への

有用性を制約するという犠牲を払ったことを

意味 していると考えられる。

この主張はいささか奇異に思われるかも知

れないが,繰 り返 し述べると,直 接原価計算

の発想は,た だ損益分岐分析と同 じ原理を製

造原価報告書,損 益計算書 に適用 した もの

[NACA.ReseachReportNo.23,1953.染 谷

恭次郎監訳,p.145]と 捉えるだけでは不十

分であり,経 済理論の影響,そ れによる経営

上の意思決定問題への関心の高まりとともに

生 じてきたとも捉える小論の趣旨からすると,

そのように主張することができるのである。

ハ リスの論攻では実は経済理論からの影響

という側面はむしろ覆い隠され,損 益分岐分

析によって表わされるCVP関 係が強調 され

てきたように思われる。とはいえ,ハ リスの

論攻はとくに企業のコス ト・アカウンタント

や経営者によって注目され,そ の支持を勝ち

得た。それは思うに,次 のような理由からで

あろうと思われる。つまり,ハ リスの直接原

価方式が損益分岐図表に慣れ親 しむ当時の経

営者や,正 常操業度の決定 と配賦差異の処理

とその説明に悩むアカウンタントたちにはよ

く受け入れられたということであろう。固定

費を製品原価から排除するという,小 林健吾

教授の表現を借 りれば,コ ペルニクス的転回

[小林健吾,1981a,p.306]が,当 時の実

務家たちの耳 目を引き付けるだけの素材 と刺

激を提供 したのである。逆に言えば,ク ラー

クの言及するように,勘 定帳簿から離れた多
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様な目的に資するような原価分析ないしは原

価調査(coststudies)の 主張 は,当 時の経

営者やアカウンタントにはほとんど共感を呼

び得るものではなかったということを示唆 し

ている[①]。

他方,直 接原価計算は,財 務会計機構 との

統合を志向することによって,1950,60年 代

の 「固定製造原価が棚卸資産原価を構成する

か」という,も っぱら財務会計的な論争へと

発展することを必然化させたと言える。 もち

ろん,ハ リスは月次損益計算書の作成の時に

のみこの直接原価方式を採用し,年 次報告の

作成は全部原価計算によるという立場をとっ

ていたのであるが,フ ィリップ ・クラマー

[Kramer,1947]や セ シ ル ・ク ラー ク

[Clark,1947]に よる直接原価に もとつ く

棚卸評価の主張は,ハ リス論文と直接原価計

算論争との橋渡 し役を演じた点も見逃すこと

がで きない。NACA調 査報告書第23号

[NACA.ResearchSeriesNo.23,1953]も 直

接原価計算の外部報告論議を刺激 したと思わ

れる。,また,そ うした志向によって意思決定

情報提供の限界を露呈することも必然化させ

た。

ここで注 目すべき点は,ハ リス以外の初期

の直接原価計算論者がハリスの動機には見ら

れなかった側面,つ まり意思決定問題への適

用として,直 接原価計算を提唱してきたとい

うことである。その代表として,ハ リスンを

挙げることができるであろう。また,そ れら

の論者はこうした原価計算を会計帳簿とは関

係な く議論 しているという点も示唆的である

と思われる。

皿.G.C.ハ リス ンの限界残 高原理 のも

つ意味合い

ハリスンは,標 準原価計算は会計に科学的

思考を導入 した最初の成果であり,こ れは工

場長が原価を引き下げ,し たがって会社利益

を増大 しようと努力するさいに助けとなる情

報を提供 したが,工 場管理者が求める情報と

販売管理者が必要 とする情報とは多 くの点で

異なっていることにも気付いていた。 しかし

ながら,従 来の損益計算書はこの点不正確で

ミスリーディングであった。販売管理者の職

務は,会 社にとって最大の純利益を生み出す

販売量と販売費との組み合わせを確保するよ

うに販売部門を運営することであるが,通 常

の損益計算書では固定費と変動費 とが ミック

スされていたため,こ のための情報を提供で

きず,む しろ有 害 です らあ る と述べ た

[Harrison,1937,p.24]o

そして今や,販 売部門にも同様に科学的会

計 へ の 要 求 が 起 こ り,限 界 残 高 原 理

(marginalbalanceprinciples)と 呼ぶものを

開発 し,そ れを実際に農機具販売会社に適用

したことを示 している。

彼は,こ の原理をすでに1930年 の著書 『標

準原価論』の中で示し,固 定費の存在が意思

決定上 どのような意味を持っているのかを認

識 していた[Harrison,1930,pp.129-130]。

ここで限界残高とは,表1の 損益計算書か

ら分かるように,「販売員の原価を除いて,

売上高が変動製造原価および変動販売費を超

える金額を示 し,追 加販売量を確保する販売

員の努力を損なうことなしに支出される金額

の 直 接 的 指 標 で あ る」[Harrison,1937,

p.25]と 定義される。それはまた,損 失を出

さないで,追 加売上高を確保するのに販売努

力 に費やせる最大額である[ibid.,p.32]。 明

らかに彼は,追 加売上高を確保するのに販売

員の原価をどれ程支出しうるかの問題に限界

残高原理を適用 したのであり,競 争会社より

有利な地位を占める上で,当 時としては不可

欠な考慮であったと思われる。これらの資料

が全部原価計算からは入手 しえないことを自

覚 していたのである。また,彼 の依頼会社で

は,2つ の損益計算書 を作成 し,こ の限界残

高原理に基づいた損益計算書を政策決定への

指針 として用いていたという[ibid.,p.26]。
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もっとも,そ の背景としては,増 大する固

定費を補償するだけの販売量の確保が困難と

なっており,そ のために販売促進のための販

売費,販 売員の増大が余儀なくされていたと

いう点が指摘 しうる。ここに,販 売費をふや

すことがどれ程収益的かという質問が提起 さ

れ,そ れに応えるために限界残高原理を開発

して き た よ うで あ る[Harrison,1936,

pp.13-14]。 ただし,こ の原理は収穫逓減に

達するまで適用されるとし,彼 は販売員の費

用の追加がある一定の販売量に達すると限界

残高を生み出さな くなることを予期 していた

のである。そこには,損 益分岐分析 に関する

意思決定 とは異質の差額思考,増 分思考が要

求 されることになる。

このように 「繁栄の20年代」に続 く 「不況

の30年代」は,需 要の落ち込みが激しく,そ

れゆえに製品または製品系列の収益性を見極

めて,不 採算製品を削除するかどうかという

経営上の意思決定問題の発生,そ して遊休の

生産能力を最大限に利用 しうる方策の探究,

在庫の処理に関する価格問題の発生 を不可避

としたのである。意思決定問題に対 する原

価 ・利益情報としてこうした限界思考的な発

想をもっていたのはハ リスン唯ひとりだけで

はなかった。G.E.F.ス ミス[Smith,1931]

やクレム ・コール[Kohl,1937]も,製 品ま

たは製品ラインの収益性の測定 とその存廃に

関する意思決定の問題を限界利益 との関連に

おいて取 り上げていた。

その当時にはハ リスンの論攻はほとんど注

目されなかったが[②],ハ リスンのこうし

た思考は,ホ ーウェル(HarryE.Howell)に

よって発展 されたと推察される。ホーウェル

は,彼 の 提 唱 す る 差 額 原 価 報 告 書

(differentialcoststatement)(表2)な い し

は 「代替案の損益計算書」の形式をハリスン

の論攻か ら参照 しているからである。その報

告書は,特 定分の営業を引 き受けることによ

って生ずる利益及び費用 とそれを引き受けな

かった時に生ずる利益及び費用 との比較を表

わしている。その差額によって経営者は,そ

の代替的な営業の引受と拒否の正味の結果を

決定でき,正 しい意思決定の基礎を提供され

る ことにな る[Howell,1940,p.195;1945,

pp.227-228][0]o

この直接原価計算のパイオニアたちの論攻

のみをみるだけでも,当 時のコス ト・アカウ

ンタントが意思決定問題に対 して関心を示 し

始めていた証拠を提出することができるだろ

う。このことは,1930年 代当時に,意 思決定

目的に適合する原価計算論議の絶好の状況と

機会がつ くり出されていたことを物語るもの

である。 しか しながら,前 節で推察したよう

'に,ハ リス流の直接原価計算が過度に重視 さ

れたために,こ うした機会は逸失されてしま

った。ハリスン,ス ミスそれにコールの意図

での直接原価計算の展開は,1950年 代以降に

姿を変えた形で表出してくることになった。

この点は,次 節以降で見ていくことにする。

表1ハ リス ン の損 益 計 算 書[1936,p.18]

純売上高

変動製造原価及び

販売員原価以外の販売費……

t

1,000,000

600,000

%

100

60

限界残高

販売員の原価

400,000

60,000

40

6

純限界残高

固定費

340,000

280,000

34

28

純利益 60,000 6

表2ホ ーウェルの差額原価計算書

[1945,p.228]

売上高

変動費

営 業を引 き

受けない

E1,000

400

営業 を引 き

受 ける

S1,100

440

残高

当該 レベルでの固定費

及び準 変動費…………

$600

600

$660

600

利益 E 0 E60

(注)し たが って,追 加 営業の価格 は$100よ り下回るか

もしれない。事実,$40を 上回るどんな価格 でも,企 業

は,上 の数字 を基準にすれば,営 業が拒否 される場合 よ

り良 くなる。
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N.意 思決定問題への注目と直接原価計

算論争の成果

直接原価計算の意思決定 目的への有用性論

議は,1950年 代の中ごろになって直接原価計

算の文献の上で明示的に現れるようになった

[④]。 もっとも,変 動費 と限界原価ないし

は差額原価 との相違に関する議論は,ク ラー

クの著書以来,原 価計算の場で も取 り上げら

れるようになって きたし[⑤],経 営意思決

定に資する原価計算の研究の重要性について

もバ ッターなどによって指摘されてきたとこ

ろである[Vatter,1945,etc]。 また,こ の50

年代は奇 しくも会計学者が経済学の諸概念の

摂取の必要性について盛んに論 じられてきた

時期でもある[⑥]。

このように原価計算の意思決定問題への注

目の増大は,AAAの1947年 度の 「原価計算

の基礎概念 に関する試案委員会報告書」(A

TentativeStatementoftheFundamentalCon-

ceptsofCostAccounting)が 大いに寄与 した

と思われる。その報告書において,原 価計算

の目的の一つとして特殊な経営問題の解決に

資するためとくに設計された原価データの提

供が挙げられた。この目的は,経 営者の必要

に応 じて行 われ る臨時的 な機能であ り,

J.M.ク ラークの 「異なる目的には異なる原

価 を」 という思考を重要視 したものである。

そして,1951年 度 厂原価概念及び基準委員会

報告書」では,こ の目的は他の二つの 目的

財務諸表作成と原価極小化 と同等の

地位にまで引 き上げられ,経 営意思決定のた

めの原価計算を 「特殊原価調査」 として位置

づけた[中 島省吾,1952,p.38]。

ところで,ク ラークの著書 『間接費の経済

学』は原価計算及び管理会計の発展にとって

は重要な意味をもっていたが,そ れが出版さ

れた当時は,概 して,会 計研究者には無視さ

れた。それには種々の理由が考えられるが,

それは何 と言って も,経 済的な分析用具を緊

急 に必要 とさせ るだけの経営問題が まだそれ

ほ ど顕在化 していなか った と言 ったほ うが よ

いのか もしれない。前 に も述べた ように,と

りわけ,不 採算製品 を見極 めて廃棄す るか存

続 させ るか,ま たあ る一定 の販売量 を追加 さ

せ るのに どれほど販売費 を追加で きるか,価

格の引 き下 げが どの程度 まで可能か,と い っ

た意思決定 は,1930年 代 以降に緊急 に解決 を

迫 られた経営課題であ った ように思 われる。

またクラーク 自身いみ じくも説 明 している よ

うに,「 間接費 を配賦 し,あ らゆる原価 を製

品に割 り当てるこ とに慣れ親 しんで きた人々

が,差 額原価 の研究 に含 まれ る非常 に異 な っ

た種類の分析に取 り組 むことは容易 で はなか

った」[Clark,1.923,p.207]と い う点 も指摘

しうるであ ろう。その当時 にあって は,い わ

ゆる 「特殊原価調査」 はその市民権 を勝ち得

ていなかったのである。つ ま り,ア カウンタ

ン トの役割 は勘定帳簿 との結 びつ きにおいて

捉 え られたのであ り,そ れか ら離れ た分析 は

統計学者やエ ンジニアー並 びに経済学者 の職

分 と考 え られたのであろ う。

また,管 理会計 ない しは原価計算 のテキス

トで意思決定の問題が取 り上 げ られ るように

なったの は,主 に60年 代 に入 ってか らで ある。

そ の初 期 の 代 表 的著 作 は,ホ ー ン グ レン

[Horngren,1962],シ リ ン グ ロー

[Shillinglaw,1961],ム ー ア&ジ ャデ ィ キ

[Moore&Jaedicke,1963]な ど で あ る。 そ

れで,パ ーカーは,原 価の増分 および関連概

念 が管理会計の理論 と実務 の受 け入 れ られた

一部 となった と正当 に主張で きるよ うになっ

たのは,1960年 代 になってか らである と見 て

い る[Parker,1969,p.32]。 ま た,こ れ らの

テキス トはすべて クラークの思考を具体化す

る試み と捉 えるこ とがで きる[Cf,Davidson,

1963,p.280]0

意 思決定 目的 との関連 において際立 ってい

た の は,論 争 の過程 で提 唱 され たマー ブル

(RaymondP.Marple)の 未 来 原 価 回避 説 で
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あった。 もっともこの説は,「会計期末の棚

卸資産の価値は,将 来期間に節約 されるであ

ろ う原価で測定 される」 と述べ るように

[Marple,1956,p.495],棚 卸資産評価 との

関連において取 り上げられたものであるが,

この未来原価回避説は資産の評価 というより

む しろ経営者の意思決定 に関連 してお り,

1960年代に入って,そ の思考はホーングレン

&ソ ー ター(CharlesT.Horngren&George

H.Sorter)に 引 き継 が れ,関 連 原価 計 算

(relevantcosting)を 生み出す契機となった。

未来原価回避説をマーブルはどのような思

考の過程で発想 したのか不明確であるが,そ

れと共に,ホ ーングレン&ソ ーターによる関

連原価計算の提唱も,当 初直接原価計算がそ

の内実 として もっていた特性の必然的な発露

(発現)の 結果であったと考えられる。彼 ら

はもちろん,関 連原価計算を直接原価計算に

よる棚卸資産評価 を正当化する論拠として提

唱 した ものであるが,「 ある原価が期待 され

た将来の原価あるいは将来の収益に有利な経

済的影響を及ぼす場合,そ の場合に限ってそ

の原価 は資産 として繰 り越 される」[Sorter

&Horngren,1g62,p.394]と いう前提の下

で,場 合によっては,固 定製造原価の一部を

繰 り越す可能性 を認めているという点で,直

接原価計算に代わる原価計算として独自の主

張を展開することになった[⑦]。 これが,

原価計算の管理的機能への貢献ないしは管理

会計のその後の発展にとっては重要な意味を

もつことになった。とくにホーングレンの関

連原価計算の提唱には,バ ッターの影響が多

分 に寄与 していた と思われ る[Horngren,

1986,p.32]

津曲直躬教授は,こ の論争を,財 務会計的

論議 としては見るべき成果 をさほど上げ得な

かったが,管 理会計の領域においては,直 接

原価計算か ら増分原価分析への重点移行にあ

る種の影響を与えているとも推察されると見

ている[津 曲直躬1977,p.323]。 小論の考

えも,基 本的にはこれと変わらない。

1950年 代から60年代の直接原価計算 と意思

決定問題に関する論議は,そ の意思決定機能

としての限界をも露呈する結果を生ぜ しめた。

直接原価計算は全部原価計算との比較では,

意思決定目的への貢献に対する優位性をもつ

ものの,ま た意思決定のための関連原価 とし

ての出発点または近似値を提供するものの,

財務会計機構 と結び付いた直接原価計算の枠

内で論ずる限りでは,そ れの意思決定への有

用性には自ずと一定の限界があることを認め

ざるを得ないであろう[⑧]。 つ まり,意 思

決定に十分に資するためには,直 接原価分析

ないしは増分原価分析 としてもつ必要性を示

唆 している。

ジョンソン&キ ャプラン(H.ThomasJohn-

son&RobertS.Kaplan)が 直接原価計算を,

財務会計情報を経営意思決定のために有用に

せしめる一技法 と見る見解 も,こ のことと関

係が あ るの であ ろ う[Johnson&Kaplan,

1987,p.12,139]。 また,TheResearchIn・

stituteofAmericaも,直 接原価計算 を 「経

営意思決定への近道……保守主義会計とマネ

ジメントの要求とのギャップを埋める手法」

[1956,p.1]で あるとしている点は,直 接

原価計算のこのような特質をよく表現 したも

のである。

このように,確 かに直接原価計算は,経 営

者の意思決定ニーズを満たすために,財 務会

計機構 という容器を借用したものであり,論

争時における直接原価計算支持は,経 営者の

ニーズを外部利害関係者にも押 し付けた もの

とも捉えることができよう。

V.結 びに代 えて

最後に,論 点の整理をして結びに代えたい

と思 う。

以上のように見て くると,ク ラークの著書

は当時は注目されなかったが,1930～60年 代

の間に漸進的に「異なる目的には異なる原価」
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の思考が原価計算の場 にも浸透 して行 き,意

思決定目的の特殊原価概念への展開となって

現れてきたことを知ることがで きる。それで,

原価計算に対するクラークの貢献を考えるな

らば,経 済学上の分析用具を実際の個々の企

業 レベルに適用しようとする試みであ り,原

価計算に経営意思決定に対する新 しい役割期

待を付与 し,そ のための原価データを勘定帳

簿外で臨時的に提供すべ きことを意図 した点

に着 目するならば,そ の貢献は,原 価計算へ

の新 しい役割期待の開拓 と,そ れによる原価

計算の意思決定情報潜在性を喚起 し,そ のた

めの特殊原価調査の必要性を指摘 したことに

あると言えるだろう。

直接原価計算はその生成当時にも種々の役

割が期待されてきたことを知ることができる。

ハリスは,製 造会社の損益計算を商事会社の

それに合わせるという発想 をもって,も っぱ

ら売上高 と利益との比例性 を志向しながら,

彼の直接原価方式を(全 部)標 準原価計算の

改良策 として考案 したように,原 価 の固定

費 ・変動費分解 と製造活動の統制可能性 とが

密接に関連 していた。ハ リスンは販売員の正

確な損益の計算を志向し,販 売員の追加が売

上の増大によって正当化できるか否かの意思

決定の問題に彼の限界残高原理を用いた。ハ

リスンが,経 済理論の分析用具にどの程度精

通 していたのか窺い知ることはできないが,

そこに増分的な思考萌芽が見られるように思

われるのである。本報告は,そ うしたハリス

ンの動機ない しは発想に注 目した。すなわち,

そうした発想は実は,10年 以上 も前にクラー

クによって主張された思考の原価計算の側で

の,完 全ではないまでも,具 体的な表明であ

ると捉えられるのではないかと考えられる。

そして,そ の萌芽を限界利益を用いた意思決

定を示唆 したハ リスン,ス ミスなどに求めら

れるとするのが第1の 論点である。

ハリスが当初から財務会計機構 との統合を

図ってきたことに注目が集中されたために,

むしろハ リスンの動機は覆い隠されてしまっ

たが,そ れは1950年代の原価計算論者の意思

決定問題への注目とともにその限界の指摘 と

なって表出し,差 額原価分析,増 分原価分析

力沛 民権 を獲得する契機をつ くったと考えら

れる。これが第2の 論点である。

この点をさらに敷衍するならば,直 接原価

計算の提唱は,あ る意味では,依 然として財

務会計機構 というフレームワークに拘束され

てはきたものの,従 来,棚 卸評価決定 といっ

た目的のための財務会計の付属物あるいは従

属 物 と考 え られ て きた[Wheeler,1955,

p.66;Johnson&Kaplan,1987,ch.6][0]

原価計算領域に意思決定目的のための原価情

報 を提供するという新 しい役割期待への門戸

を開いて,そ うした拘束から解放するという

可能性が非明示的に内包されてきたと推論す

ることができるであろう。それは,と りもな

おさず管理会計の発展 を促進させる契機を秘

めていたということである。だから,1950～

60年代の論争で明示的に現れてきた経営意思

決定への注目は,そ うした可能性が表出 して

きた証拠 と見ることができるのではないかと

いうことである。

以上の考察から,小 論では,直 接原価計算

の歴史的観点から見た本質を,つ ぎのように

捉えることができるものと考える。つ まり,
「歴史的な役割期待においては,明 示的であ

れ非明示的であれ,直 接原価計算が損益分岐

分析の原理を反映する損益構造 という総額 ・

平均思考と,意 思決定関連分析 という差額 ・

増分思考といういわば二律背反的な性格のも

のが,奇 妙にも錯綜 して同居 しながら生成 し

発展 してきた」ということである。

注

①これらの理由に加えて,コ スト・ベネフィット

の考慮の結果とも考えられる。ジョンソン&キ

ャプランの次の記述はこのことを示している。

つまり,「……データを収集する原価や製造部長

に即時に報告書を提供する原価が非常に高かっ

た。……それゆえ,財 務諸表への需要によって
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既 に 強 制 され た もの とは 別 個 に,管 理 会計 シ ス

テ ム に投 資 す る の を控 え る とい う経 営 者 の 意 思

決 定 は正 しい 経 済 的 決定 で あ った 。 よ り正確 で,

よ り反 応 的 な 管 理 会 計 シ ス テ ムか ら得 られ る ベ

ネ フ ィ ッ トは,そ う した別 個 の シス テ ム を維 持

す る 原 価 を支 出す る だ け の 価 値 を持 た な か っ た

の であ る」[Johnson&Kaplan,1987,P.14]。

② ハ リス ンが 公 刊 さ れ た 会 計 雑 誌 に 自分 の見 解 を

発 表 し な か っ た 事 情 に つ い て は,小 林 健 吾

[1981B,p.20]を 参照 され た い。

③ ホ ー ウ ェ ル は,経 営 者 が 生 産 量 を増 減 した り,

特 別 価 格 で 注 文 を引 き受 け る と言 っ た経 営 方 針

を決 定 す る 際 に,差 額 原 価 な い しは 代 替 的 原 価

に 関す る情 報 が 必 要 で あ る が,そ れ らの 原 価 調

査 は,コ ス ト ・ア カ ウ ン テ ィ ング で は ない が,

コ ン トロ ー ラ ー の 一 機 能 で あ る と述 べ て,コ ス

ト ・ア カ ウ ンテ ィ ン グ と原 価 調 査 と を識 別 して

い た[Howell,1940,p.198]。

④ た と え ば,マ ウ リエ ロ(JosephA.Mauriello)は,

直 接 原 価 計 算 が 経 営 意 思 決 定 に非 常 に 有 用 な情

報 を提 供 す る と述 べ,そ の 理 由 と して,直 接 原

価 計 算 が 自動 的 に サ ン ク ・コ ス トま た は 回 避 不

能 原 価(sunkorinescapablecosts)を,変 動 費

ま た は 回 避 可 能 原 価 か ら分 離 して い る 点 を挙 げ

て い る[1954,p.891]。

⑤ 例 え ば,マ ック フ ァー ラ ン ドは,あ る経 営 活 動

を 遂 行 す る の に,い くつ か の 選 択 的 な手 法 が あ

る と き に,最 も経 済 的 な手 法 を選 択 しな け れ ば

な らな い 工 場 管 理 者 は,彼 が ど うい う原 価 が 変

動 し,ど うい う原 価 が 固定 費 で あ るか を知 る な

ら,意 思 決 定 を行 う備 え が で きて い る こ とに な

る と指 摘 して い る[McFarland,1940,p.204]。

ま た,バ ッタ ー は,1939年 の ニ ュー ナ ー の著 書

の 一 章 で,差 額 原 価,付 加 原 価,取 替 原 価,埋

没 原 価,ア ウ ト ・オ ブ ・ポ ケ ッ ト ・コ ス ト,機

会 原 価 とい っ た特 殊 原 価 に つ い て 触 れ,こ れ ら

の コ ス トを理 解 す る だ け で は な く,そ れが 用 い

ら れ る 時 に つ い て,コ ス ト ・ア カ ウ ン タ ン トは

認 識 し な け れ ば な ら な い こ と を 強 調 し た

[Natter,1939]0

⑥ 例 え ば,そ れ ら に は,ウ ィー ラ ー[Wheeler,

1955]や ドーア[Dohr,1953]な どが あ る。 モ

ス&ヘ ー ス マ ン は,1950年 代 に は コ ス ト ・ア カ

ウ ン タ ン トが マ ネ ジ メ ン ト ・コ ン トロ ール お よ

び意 思 決 定 に 対 す る原 価 デ ー タ の適 否 に以 前 に

も増 して 関心 を もつ よ う に な っ た と述 べ て い る

[Moss&Haseman,1957,p.184]。 ま た,1950

年 代 に は,ビ ジ ネ ス ・ス ク ール で学 者 の研 究 の

焦 点 と な った[Johnson&Kaplan,1987,P.162]。

⑦ た だ,彼 らは この 「論 争 」 の 過 程 で 道 具 だ て と

し た 関連 原 価 と経 営 者 の 意 思 決 定 の 問題 に お い

て,固 定 製 造 原 価 が現 在 の 生 産 能 力 を前 提 とす

る 操 業 度 の選 択 で は,埋 没 原 価 で あ る こ と を認

識 して い な か っ た[津 曲 直 躬,1977,p.328参

照]。 ま た,岡 本 清[1972,pp.257-258]も 参

照 され た い。 ホ ー ング レ ンの 関 連 原 価 計 算 は,

本 来,経 営 意 思 決 定 の た め の 関 連 原 価 概 念 を資

産 評価 の 場 に ま で持 ち 込 ん で 適 用 した もの と考

え られ よ う。 ま さに,マ ー ブ ル の 未 来 原 価 回避

説 は,関 連 原 価 計 算 を持 ち 出す た め の 格 好 の機

会 とな った の で あ る。

⑧ 直 接 原 価 計 算 が,意 思 決 定 上 限界 を も った 理 由

につ い て,フ ェ ラ ラ は次 の よ う に適 切 に 解 説 し

て い る[Ferrara,1961,p.62,footnote]。 そ れ に

は少 な く と も,2つ の 理 由 が 指 摘 で きる。 第1

に,意 思 決 定 で は 関 連 原 価 デ ー タが 要 求 され る

が,関 連 原 価 は 原価 の 操 業 度 との 関連 分 類 とは

関 わ りな い 。 第2は,第1と も関 連 す るが,関

連 原 価 デ ー タ は ほ とん ど利益 の 報 告 をす る た め

に 用 い られ る複 式記 帳 の デ ー タ に は含 ま れ て い

な い 。 不 幸 に も,複 式 記 帳 の フ レ ー ム ワ ー ク は

す べ て,原 価 デ ー タ の管 理 的利 用 に 関 心 を もつ

人 に と っ て は,拘 束 と な る こ とが 多 い。 コ ス

ト ・レ リバ ン ス の信 条 を適 用 す る た め,も し必

要 な ら,複 式 記 帳 の フ レマ ム ワ ー ク を脱 す る準

備 を しな けれ ば な らな い。

⑨ ジ ョン ソ ン&キ ャ プ ラ ンは,こ の 従 属 的 関 係 が

1920年 代 か ら80年 代 の今 日に至 る まで 支 配 して

き て お り(彼 ら の言 葉 で はfinancialaccounting

mentality),理 論 と実務 との 乖 離,レ リバ ン ス の

喪 失 の最 大 の 原 因 と な っ て い る と捉 えて い る。

小 論 で は,彼 らの そ う した見 方 の 一 端 を直 接 原

価 計 算 の 歴 史 的考 察 にお い て検 討 したの で あ る。
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